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当施設は足立区江北地区に位置するユニット型特別養護老人ホームです。定員は

150名、10名定員のユニットが15ユニットあります。その他にショートステイ、

デイサービス、居宅介護支援事業所、ヘルパーステーション、地域包括支援センタ

ーが併設されています。高齢化率 30％という江北地域において、地域住民に安心

して生活していただけるよう「地域の核」となる施設を目指して取り組んでいます。

《１．研究前の状況と課題》 

平成18年に看取り介護加算が創設され7

年が過ぎた。この間、多くの特別養護老人ホ

ームで看取り援助が行われるようになった。

家族も加算創設前に比べ、特別養護老人ホー

ムでの看取り援助を希望している入居者及

び家族が増加している傾向にある。 

 その一方、入居者本人や家族が特別養護老

人ホームにおける看取り援助に関し、情報を

入手する機会は多いとは言えない。契約者は

施設における看取り援助を希望するが、兄弟

等他の家族は病院での治療を希望すること

も多い。情報を持たぬまま、選択をしてしま

い、後で後悔する等の事例も見られる。 

 「どこで最期を迎えるか」という選択をす

るに当たり、情報の入手は必要不可欠であ

る。いかにして本人や家族に必要な情報を提

供するかが看取り援助を行う特別養護老人

ホームの課題となっていた。 

《２．研究の目標と期待する成果・目的》 

 当活動は特別養護老人ホームの入居者の

家族が「最期を迎える場所」について後悔し

ない選択を行うことができる仕組みを作る

ことを目標と掲げ、取り組んだ。 

 また高齢化、重度化が進む特別養護老人ホ

ームの現状ではあるが、入居者の「老化」を

受容していない家族も多い。そのような家族

に対し、「老化」に対する受容を促すことも

目標の1つである。 

 上記の目標を達成することにより、特別養

護老人ホーム職員と入居者、家族が一つの目

標に向かって、協力体制を構築することが可

能となるのではないだろうか。このように多

くの立場の人間が協力、連携する中で迎える

「最期」は本人にとっても、家族にとっても

満足度の高いものになるのではないかとい

うことを期待する。 
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《３．具体的な取り組みの内容》 

本研究では以下の取り組みを行った。 

① 看取り援助勉強会の開催 

期間：平成24年 6月～平成25年3月 

開催回数：全10回 

開催頻度：月1回（第4日曜日） 

時間：10:00～11:00 

対象：特別養護老人ホーム入居者家族 

参加者：各回30～45人 

各回看取り勉強会終了後に参加者に全 9

項目からなるアンケートを実施した。看取り

援助に関する理解度や意向について、回数を

重ねるごとにどのように変化をするか、経緯

を追った。 

② 看取り援助座談会の開催 

看取り援助勉強会後に開催し、参加者は各

回5～10人だった。  

 各回にテーマを設け、テーマに即した家族

が参加した。座談会を開催する中で、死生観

や看取り援助等の取り組みに関し、情報を交

換、共有した。 

《４．取り組みの結果と考察》 

1． 参加者の推移 

 第 1 回目の勉強会の参加者が 34 名、第

10回目の勉強会の参加者が44名であった。

勉強会のテーマにより多少の増減は見られ

たものの、多くの家族が参加している。毎回

参加したという家族も多く、勉強会の定期的

な開催が「看取り援助の情報を得たい」とい

う一定のニーズに沿ったものであったこと

が証明できた。 

２．家族の心情の変化 

 本活動を行う前には「最期をどのように迎

えるか」という問いに対し「まだ先のことだ

から」と後回しにしてしまう家族が多く見ら

れた。研究を進めるうちに、「老化」を受容

するとともに、受容したうえで現在の生活を

充実させようとする家族が多く見られたこ

とが変化としてあげられる。 

《５．まとめ、結論》 

施設職員は、家族に選択を迫らなければな

らない場面に遭遇する。その際に、家族の持

つ情報量により選択は変わる。 

悔いの残らない最期を選択するためにも、

事前に情報を提供する場を設けることは必

要不可欠である。 

入居者や家族が「老化」を受容し「死」を

受容していれば、「死」は悲しいものではな

くなる。「やりきった」という達成感を感じ

られるものとなるのだ。 

受容までの過程を進めるためにも勉強会

等を通じた定期的な情報提供が求められて

いるのではないだろうか。 

なお、定期勉強会に参加した家族に関して

は一定の情報を提供することができた。今後

は、不参加だった家族への情報提供が課題で

あり、取組みの発展を行う予定である。 

《６．倫理的配慮に関する事項》 

なお、本研究を行うにあたり、入居者（家族）

に口頭にて確認をし、本研究以外では使用し

ないこと、それにより不利益が被ることはな

いことを説明し、回答をもって同意を得たこ

ととした。 
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《８．提案と発信》

定期的な看取り援助勉強会で家族の看取

り援助に関する意識は変わった。効果はそれ

だけにとどまらず、多職種が講師を担ったこ

とにより、職員の意識も向上した。まさに職

員、家族の双方に効果があった取組みと言え

る。是非実践していただき、著者にも情報提

供を行っていただけるよう期待する。 
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